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※ここでいう土木工事とは、重機を使用した掘削を伴う
　工事のことです。（3ページ参照）土木工事等の計画

埋蔵文化財包蔵地（遺跡）の該当確認・事前相談（教育委員会教育部生涯学習課４５番窓口）

埋蔵文化財包蔵地
該当

埋蔵文化財包蔵地の近隣地域
大規模開発計画、埋蔵文化財の存在が予想される地域

埋蔵文化財包蔵地
非該当

（市教育委員会と協議）

発 掘 届の提出 国立市まちづくり条例が適用される
事業の場合は様式1（２部）提出

試掘調査や立会調査（必要に応じ）　

埋蔵文化財 あり 埋蔵文化財 なし

工事着工

遺物・遺構   発見 遺物・遺構   なし

（工事着工60日前までに）

協議 　発見届・通知の提出
※民間事業（保護法第96条）
公共事業（保護法第97条）

① 試　掘　調　査 ② 立　会　調　査 ③ 慎　重　工　事

工事着手可能　※遺物・遺構が確認された場合は再度協議

協議

保存措置（計画変更等）本 調 査 の 実 施

埋蔵文化財の取り扱い終了

埋蔵文化財 あり 埋蔵文化財 なし

①進達依頼書（国立市教育委員会宛）
【様式2・8ページ参照】　  １部
②届出・通知書（東京都教育委員会宛・裏表）
【様式3・10ページ参照】　２部
③計画予定地案内図　　２部
④工事平面図(A4判）　　２部
⑤工事断面図(A4判）　　２部
　（基礎工事のGLからの掘削深度が分かる図面）

＊承諾書【様式4・14ページ参照】　２部
（届出される方と土地所有者が異なる場合、要提出)

必要な様式については、市のホームページより、PDFを
ダウンロードできます。様式の記入例は8ページ以降を
ご参照ください。

発掘届の提出に必要な書類

      

届出提出後の流れ

届出者（事業者）
❶届出書類の提出
（着工60日前以上）

国立市教育委員会

東京都教育委員会

❷進達

❸通知

　発掘届の提出書類を元に協議した結果が、東京都教育委員会
　から通知されます。
　「試掘調査」・「立会調査」の通知があった際は、工事着手前に
　市教育委員会へ調査の日程調整の御連絡をお願いいたします。
　通常、提出いただいてから2週間程度時間がかかります。
　工期が迫っている場合は、協議結果を市教育委員会まで
　合せください。

❹調査の日程調整

※

※①試掘調査②立会調査③慎重工事の詳細については18ページ以降を参照

　お問

*

*



遺跡の範囲を知りたい方（特に土木工事や建築等を計画している方）は、市教育委員会
教育部生涯学習課社会教育・文化芸術係に必ずご確認ください。

土木工事等を計画している方へ

３０



6ページ参照

：基本的に重機を使用し掘削を実施する工事

国立市まちづくり条例

国立市まちづくり条例

３０

　この書類は、計画地が埋蔵文化財包蔵地に該当するか否かについて回答するもので、市教

育委員会教育部生涯学習課へ提出してください。提出後２～３日後に、回答を付したものを

窓口でお返ししますので、書類受理後、都市計画課 指導係まで提出してください（「国立

市まちづくり条例施行規則」第７８条）。

、地盤改良（表層改良・柱状改良
　　　　　　　　　などを含む）

関連工事（天地換えなどを含む）、掘削（伐根）を伴う植樹・伐採

（鋼管杭の打設などを含む）

※その他、盛土（２ｍ超の場合）や地質（ボーリング）調査（最大径20㎝以上）、掘削を伴う
　現状変更等でも該当する場合があるため、窓口でご相談ください。



計２

計２

計２

５

７

６

国立市まちづくり条例

国立市教育委員会教育部　生涯学習課　社会教育・文化芸術係

※

基礎伏図と矩形図※

※地盤改良では概要図（柱状改良は杭径、本数等がわかるもの）



試掘（確認）調査 立会調査



























３ ５

３

前後

わった段階で調

査に入れますが







の整理調査や報告書作成に要する経費等です。 

なお、個人の専用住宅の建設等や中小企業が行う開発事業で発掘調査費用の負担が困難な場合

については、国庫補助金や都補助金を活用し、市が本調査を行う制度があります。なお、この制度を利

用するためには適用条件があるほか、事前協議や予算確保等に時間を要します。建築計画等の内容

がまとまりましたら、お早めに生涯学習課までご相談ください。 
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関係法規（抄） 
文化財保護法（抜粋） 

 
第一章 総則 

（この法律の目的） 

第一条 この法律は、文化財を保存し、且つ、その活

用を図り、もつて国民の文化的向上に資するととも

に、世界文化の進歩に貢献することを目的とする。 

（文化財の定義） 

第二条 この法律で「文化財」とは、次に掲げるもの

をいう。 

一 建造物、絵画、彫刻、工芸品、書跡、典籍、古文

書その他の有形の文化的所産で我が国にとつて歴史

上又は芸術上価値の高いもの（これらのものと一体

をなしてその価値を形成している土地その他の物件

を含む。）並びに考古資料及びその他の学術上価値の

高い歴史資料（以下「有形文化財」という。） 

二・三略 

四 貝づか、古墳、都城跡、城跡、旧宅その他の遺跡

で我が国にとつて歴史上又は学術上価値の高いもの、

庭園、橋梁、峡谷、海浜、山岳その他の名勝地で我

が国にとつて芸術上又は観賞上価値の高いもの並び

に動物（生息地、繁殖地及び渡来地を含む。）、植物

（自生地を含む。）及び地質鉱物（特異な自然の現象

の生じている土地を含む。）で我が国にとつて学術上

価値の高いもの（以下「記念物」という。） 

五・六略 

２・３略 

（政府及び地方公共団体の任務） 

第三条 政府及び地方公共団体は、文化財がわが国の

歴史、文化等の正しい理解のため欠くことのできな

い ものであり、且つ、将来の文化の向上発展の基

礎をなすものであることを認識し、その保存が適切

に行われるように、周到の注意をもつてこの法律の

趣旨の徹底に努めなければならない。 

（国民、所有者等の心構） 

第四条 一般国民は、政府及び地方公共団体がこの法

律の目的を達成するために行う措置に誠実に協力し

なければならない。 

２ 文化財の所有者その他の関係者は、文化財が貴重

な国民的財産であることを自覚し、これを公共のた

めに大切に保存するとともに、できるだけこれを公

開する等その文化的活用に努めなければならない。 

３ 政府及び地方公共団体は、この法律の執行に当つ

て関係者の所有権その他の財産権を尊重しなければ

ならない。 

 

第六章 埋蔵文化財 

（調査のための発掘に関する届出、指示及び命令） 

第九十二条 土地に埋蔵されている文化財（以下「埋

蔵文化財」という。）について、その調査のため土地

を発掘しようとする者は、文部科学省令の定める事

項を記載した書面をもつて、発掘に着手しようとす

る日の三十日前までに文化庁長官に届け出なければ

ならない。ただし、文部科学省令の定める場合は、

この限りでない。 

２ 埋蔵文化財の保護上特に必要があると認めるとき

は、文化庁長官は、前項の届出に係る発掘に関し必

要な事項及び報告書の提出を指示し、又はその発掘

の禁止、停止若しくは中止を命ずることができる。 

（土木工事等のための発掘に関する届出及び指示） 

第九十三条 土木工事その他埋蔵文化財の調査以外の

目的で、貝づか、古墳その他埋蔵文化財を包蔵する

土地として周知されている土地（以下「周知の埋蔵

文化財包蔵地」という。）を発掘しようとする場合に

は、前条第一項の規定を準用する。この場合におい

て、同項中「三十日前」とあるのは、「六十日前」と

読み替えるものとする。 

２ 埋蔵文化財の保護上特に必要があると認めるとき

は、文化庁長官は、前項で準用する前条第一項の届

出に係る発掘に関し、当該発掘前における埋蔵文化

財の記録の作成のための発掘調査の実施その他の必

要な事項を指示することができる。 

（国の機関等が行う発掘に関する特例） 

第九十四条 国の機関、地方公共団体又は国若しくは

地方公共団体の設立に係る法人で政令の定めるもの

（以下この条及び第九十七条において「国の機関等」

と総称する。）が、前条第一項に規定する目的で周知

の埋蔵文化財包蔵地を発掘しようとする場合におい

ては、同条の規定を適用しないものとし、当該国の

機関等は、当該発掘に係る事業計画の策定に当たつ

て、あらかじめ、文化庁長官にその旨を通知しなけ

ればならない。 

２ 文化庁長官は、前項の通知を受けた場合において、

埋蔵文化財の保護上特に必要があると認めるときは、

当該国の機関等に対し、当該事業計画の策定及びそ

の実施について協議を求めるべき旨の通知をするこ

とができる。 

３ 前項の通知を受けた国の機関等は、当該事業計画

の策定及びその実施について、文化庁長官に協議し

なければならない。 

４ 文化庁長官は、前二項の場合を除き、第一項の通

知があつた場合において、当該通知に係る事業計画

の実施に関し、埋蔵文化財の保護上必要な勧告をす

ることができる。 

５ 前各項の場合において、当該国の機関等が各省各

庁の長（国有財産法（昭和二十三年法律第七十三号）

第四条第二項に規定する各省各庁の長をいう。以下

同じ。）であるときは、これらの規定に規定する通知、

協議又は勧告は、文部科学大臣を通じて行うものと

する。 

（埋蔵文化財包蔵地の周知） 

第九十五条 国及び地方公共団体は、周知の埋蔵文化

財包蔵地について、資料の整備その他その周知の徹

底を図るために必要な措置の実施に努めなければな

らない。 

２ 国は、地方公共団体が行う前項の措置に関し、指

導、助言その他の必要と認められる援助をすること

ができる。 

（遺跡の発見に関する届出、停止命令等） 

第九十六条 土地の所有者又は占有者が出土品の出土

等により貝づか、住居跡、古墳その他遺跡と認めら

れるものを発見したときは、第九十二条第一項の規

定による調査に当たつて発見した場合を除き、その

現状を変更することなく、遅滞なく、文部科学省令
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の定める事項を記載した書面をもつて、その旨を文

化庁長官に届け出なければならない。ただし、非常

災害のために必要な応急措置を執る場合は、その限

度において、その現状を変更することを妨げない。 

２ 文化庁長官は、前項の届出があつた場合において、

当該届出に係る遺跡が重要なものであり、かつ、そ

の保護のため調査を行う必要があると認めるときは、

その土地の所有者又は占有者に対し、期間及び区域

を定めて、その現状を変更することとなるような行

為の停止又は禁止を命ずることができる。ただし、

その期間は、三月を超えることができない。 

３ 文化庁長官は、前項の命令をしようとするときは、

あらかじめ、関係地方公共団体の意見を聴かなけれ

ばならない。 

４ 第二項の命令は、第一項の届出があつた日から起

算して一月以内にしなければならない。 

５ 第二項の場合において、同項の期間内に調査が完

了せず、引き続き調査を行う必要があるときは、文

化庁長官は、一回に限り、当該命令に係る区域の全

部又は一部について、その期間を延長することがで

きる。ただし、当該命令の期間が、同項の期間と通

算して六月を超えることとなつてはならない。 

６ 第二項及び前項の期間を計算する場合においては、

第一項の届出があつた日から起算して第二項の命令

を発した日までの期間が含まれるものとする。 

７ 文化庁長官は、第一項の届出がなされなかつた場

合においても、第二項及び第五項に規定する措置を

執ることができる。 

８ 文化庁長官は、第二項の措置を執つた場合を除き、

第一項の届出がなされた場合には、当該遺跡の保護

上必要な指示をすることができる。前項の規定によ

り第二項の措置を執つた場合を除き、第一項の届出

がなされなかつたときも、同様とする。 

９ 第二項の命令によつて損失を受けた者に対しては、

国は、その通常生ずべき損失を補償する。 

１０ 前項の場合には、第四十一条第二項から第四項

までの規定を準用する。 

（国の機関等の遺跡の発見に関する特例） 

第九十七条 国の機関等が前条第一項に規定する発見

をしたときは、同条の規定を適用しないものとし、

第九十二条第一項又は第九十九条第一項の規定によ

る調査に当たつて発見した場合を除き、その現状を

変更することなく、遅滞なく、その旨を文化庁長官

に通知しなければならない。ただし、非常災害のた

めに必要な応急措置を執る場合は、その限度におい

て、その現状を変更することを妨げない。 

２ 文化庁長官は、前項の通知を受けた場合において、

当該通知に係る遺跡が重要なものであり、かつ、そ

の保護のため調査を行う必要があると認めるときは、

当該国の機関等に対し、その調査、保存等について

協議を求めるべき旨の通知をすることができる。 

３ 前項の通知を受けた国の機関等は、文化庁長官に

協議しなければならない。 

４ 文化庁長官は、前二項の場合を除き、第一項の通

知があつた場合において、当該遺跡の保護上必要な

勧告をすることができる。 

５ 前各項の場合には、第九十四条第五項の規定を準

用する。 

（文化庁長官による発掘の施行） 

第九十八条 文化庁長官は、歴史上又は学術上の価値

が特に高く、かつ、その調査が技術的に困難なため

国において調査する必要があると認められる埋蔵文

化財については、その調査のため土地の発掘を施行

することができる。 

２ 前項の規定により発掘を施行しようとするときは、

文化庁長官は、あらかじめ、当該土地の所有者及び

権原に基づく占有者に対し、発掘の目的、方法、着

手の時期その他必要と認める事項を記載した令書を

交付しなければならない。 

３ 第一項の場合には、第三十九条（同条第三項にお

いて準用する第三十二条の二第五項の規定を含む。）

及び第四十一条の規定を準用する。 

（地方公共団体による発掘の施行） 

第九十九条 地方公共団体は、文化庁長官が前条第一

項の規定により発掘を施行するものを除き、埋蔵文

化財について調査する必要があると認めるときは、

埋蔵文化財を包蔵すると認められる土地の発掘を施

行することができる。 

２ 地方公共団体は、前項の発掘に関し、事業者に対

し協力を求めることができる。 

３ 文化庁長官は、地方公共団体に対し、第一項の発

掘に関し必要な指導及び助言をすることができる。 

４ 国は、地方公共団体に対し、第一項の発掘に要す

る経費の一部を補助することができる。 

（返還又は通知等） 

第百条 第九十八条第一項の規定による発掘により文

化財を発見した場合において、文化庁長官は、当該

文化財の所有者が判明しているときはこれを所有者

に返還し、所有者が判明しないときは、遺失物法（平

成十八年法律第七十三号）第四条第一項の規定にか

かわらず、警察署長にその旨を通知することをもつ

て足りる。 

２ 前項の規定は、前条第一項の規定による発掘によ

り都道府県又は地方自治法（昭和二十二年法律第六

十七号）第二百五十二条の十九第一項の指定都市（以

下「指定都市」という。）若しくは同法第二百五十二

条の二十二第一項の中核市（以下「指定都市等」と

いう。）の教育委員会が文化財を発見した場合におけ

る当該教育委員会について準用する。 

３ 第一項（前項において準用する場合を含む。）の通

知を受けたときは、警察署長は、直ちに当該文化財

につき遺失物法第七条第一項の規定による公告をし

なければならない。 

（提出） 

第百一条 遺失物法第四条第一項の規定により、埋蔵

物として提出された物件が文化財と認められるとき

は、警察署長は、直ちに当該物件を当該物件の発見

された土地を管轄する都道府県の教育委員会（当該

土地が指定都市等の区域内に存する場合にあつては、

当該指定都市等の教育委員会。次条において同じ。）

に提出しなければならない。ただし、所有者の判明

している場合は、この限りでない。 

（鑑査） 

第百二条 前条の規定により物件が提出されたときは、

都道府県の教育委員会は、当該物件が文化財である

かどうかを鑑査しなければならない。 
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２ 都道府県の教育委員会は、前項の鑑査の結果当該

物件を文化財と認めたときは、その旨を警察署長に

通知し、文化財でないと認めたときは、当該物件を

警察署長に差し戻さなければならない。 

（引渡し） 

第百三条 第百条第一項に規定する文化財又は同条第

二項若しくは前条第二項に規定する文化財の所有者

から、警察署長に対し、その文化財の返還の請求が

あつたときは、文化庁長官又は都道府県若しくは指

定都市等の教育委員会は、当該警察署長にこれを引

き渡さなければならない。 

（国庫帰属及び報償金） 

第百四条 第百条第一項に規定する文化財又は第百二

条第二項に規定する文化財（国の機関又は独立行政

法人国立文化財機構が埋蔵文化財の調査のための土

地の発掘により発見したものに限る。）で、その所有

者が判明しないものの所有権は、国庫に帰属する。

この場合においては、文化庁長官は、当該文化財の

発見された土地の所有者にその旨を通知し、かつ、

その価格の二分の一に相当する額の報償金を支給す

る。 

２ 前項の場合には、第四十一条第二項から第四項ま

での規定を準用する。 

（都道府県帰属及び報償金） 

第百五条 第百条第二項に規定する文化財又は第百二

条第二項に規定する文化財（前条第一項に規定する

ものを除く。）で、その所有者が判明しないものの所

有権は、当該文化財の発見された土地を管轄する都

道府県に帰属する。この場合においては、当該都道

府県の教育委員会は、当該文化財の発見者及びその

発見された土地の所有者にその旨を通知し、かつ、

その価格に相当する額の報償金を支給する。 

２ 前項に規定する発見者と土地所有者とが異なると

きは、前項の報償金は、折半して支給する。 

３ 第一項の報償金の額は、当該都道府県の教育委員

会が決定する。 

４ 前項の規定による報償金の額については、第四十

一条第三項の規定を準用する。 

５ 前項において準用する第四十一条第三項の規定に

よる訴えにおいては、都道府県を被告とする。 

（譲与等） 

第百六条 政府は、第百四条第一項の規定により国庫

に帰属した文化財の保存のため又はその効用から見

て国が保有する必要がある場合を除いて、当該文化

財の発見された土地の所有者に、その者が同条の規

定により受けるべき報償金の額に相当するものの範

囲内でこれを譲与することができる。 

２ 前項の場合には、その譲与した文化財の価格に相

当する金額は、第百四条に規定する報償金の額から

控除するものとする。 

３ 政府は、第百四条第一項の規定により国庫に帰属

した文化財の保存のため又はその効用から見て国が

保有する必要がある場合を除いて、独立行政法人国

立文化財機構又は当該文化財の発見された土地を管

轄する地方公共団体に対し、その申請に基づき、当

該文化財を譲与し、又は時価よりも低い対価で譲渡

することができる。 

第百七条 都道府県の教育委員会は、第百五条第一項

の規定により当該都道府県に帰属した文化財の保存

のため又はその効用から見て当該都道府県が保有す

る必要がある場合を除いて、当該文化財の発見者又

はその発見された土地の所有者に、その者が同条の

規定により受けるべき報償金の額に相当するものの

範囲内でこれを譲与することができる。 

２ 前項の場合には、その譲与した文化財の価格に相

当する金額は、第百五条に規定する報償金の額から

控除するものとする。 

（遺失物法の適用） 

第百八条 埋蔵文化財に関しては、この法律に特別の

定めのある場合のほか、遺失物法の適用があるもの

とする。 

第十三章 罰則 

第百九十三条 第四十四条の規定に違反し、文化庁長

官の許可を受けないで重要文化財を輸出した者は、

五年以下の懲役若しくは禁錮又は百万円以下の罰金

に処する。 

第百九十四条 第八十二条の規定に違反し、文化庁長

官の許可を受けないで重要有形民俗文化財を輸出し

た者は、三年以下の懲役若しくは禁錮又は五十万円

以下の罰金に処する。 

第百九十五条 重要文化財を損壊し、毀棄し、又は隠

匿した者は、五年以下の懲役若しくは禁錮又は百万

円以下の罰金に処する。 

２ 前項に規定する者が当該重要文化財の所有者であ

るときは、二年以下の懲役若しくは禁錮又は五十万

円以下の罰金若しくは科料に処する。 

第百九十六条 史跡名勝天然記念物の現状を変更し、

又はその保存に影響を及ぼす行為をして、これを滅

失し、毀損し、又は衰亡するに至らしめた者は、五

年以下の懲役若しくは禁錮又は百万円以下の罰金に

処する。 

２ 前項に規定する者が当該史跡名勝天然記念物の所

有者であるときは、二年以下の懲役若しくは禁錮又

は五十万円以下の罰金若しくは科料に処する。 

第百九十七条 次の各号のいずれかに該当する者は、

五十万円以下の罰金に処する。 

一 第四十三条又は第百二十五条の規定に違反して、

許可を受けず、若しくはその許可の条件に従わない

で、重要文化財若しくは史跡名勝天然記念物の現状

を変更し、若しくはその保存に影響を及ぼす行為を

し、又は現状変更若しくは保存に影響を及ぼす行為

の停止の命令に従わなかつた者 

二 第九十六条第二項の規定に違反して、現状を変更

することとなるような行為の停止又は禁止の命令に

従わなかつた者 

第百九十八条 次の各号のいずれかに該当する者は、

三十万円以下の罰金に処する。 

一 第三十九条第三項（第百八十六条第二項において

準用する場合を含む。）において準用する第三十二条

の二第五項の規定に違反して、国宝の修理又は滅失、

毀損若しくは盗難の防止の措置の施行を拒み、又は

妨げた者 

二 第九十八条第三項（第百八十六条第二項において

準用する場合を含む。）において準用する第三十九条

第三項において準用する第三十二条の二第五項の規
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定に違反して、発掘の施行を拒み、又は妨げた者 

三 第百二十三条第二項（第百八十六条第二項におい

て準用する場合を含む。）において準用する第三十九

条第三項において準用する第三十二条の二第五項の

規定に違反して、特別史跡名勝天然記念物の復旧又

は滅失、毀損、衰亡若しくは盗難の防止の措置の施

行を拒み、又は妨げた者 

第百九十九条 法人の代表者又は法人若しくは人の代

理人、使用人その他の従業者がその法人又は人の業

務又は財産の管理に関して第百九十三条から前条ま

での違反行為をしたときは、その行為者を罰するほ

か、その法人又は人に対し、各本条の罰金刑を科す

る。 

第二百条 第三十九条第一項（第四十七条第三項（第

八十三条で準用する場合を含む。）、第百二十三条第

二項、第百八十六条第二項又は第百八十七条第二項

で準用する場合を含む。）、第四十九条（第八十五条

で準用する場合を含む。）又は第百八十五条第二項に

規定する重要文化財、重要有形民俗文化財又は史跡

名勝天然記念物の管理、修理又は復旧の施行の責め

に任ずべき者が怠慢又は重大な過失によりその管理、

修理又は復旧に係る重要文化財、重要有形民俗文化

財又は史跡名勝天然記念物を滅失し、き損し、衰亡

し、又は盗み取られるに至らしめたときは、三十万

円以下の過料に処する。 

第二百一条 次の各号のいずれかに該当する者は、三

十万円以下の過料に処する。 

一 正当な理由がなくて、第三十六条第一項（第八十

三条及び第百七十二条第五項で準用する場合を含

む。）又は第三十七条第一項の規定による重要文化財

若しくは重要有形民俗文化財の管理又は国宝の修理

に関する文化庁長官の命令に従わなかつた者 

二 正当な理由がなくて、第百二十一条第一項（第百

七十二条第五項で準用する場合を含む。）又は第百二

十二条第一項の規定による史跡名勝天然記念物の管

理又は特別史跡名勝天然記念物の復旧に関する文化

庁長官の命令に従わなかつた者 

三 正当な理由がなくて、第百三十七条第二項の規定

による重要文化的景観の管理に関する勧告に係る措

置を執るべき旨の文化庁長官の命令に従わなかつた

者 

第二百二条 次の各号のいずれかに該当する者は、十

万円以下の過料に処する。 

一 正当な理由がなくて、第四十五条第一項の規定に

よる制限若しくは禁止又は施設の命令に違反した者 

二 第四十六条（第八十三条において準用する場合を

含む。）の規定に違反して、文化庁長官に国に対する

売渡しの申出をせず、若しくは申出をした後第四十

六条第五項（第八十三条において準用する場合を含

む。）に規定する期間内に、国以外の者に重要文化財

又は重要有形民俗文化財を譲り渡し、又は第四十六

条第一項（第八十三条において準用する場合を含む。）

の規定による売渡しの申出につき、虚偽の事実を申

し立てた者 

三 第四十八条第四項（第五十一条第三項（第八十五

条において準用する場合を含む。）及び第八十五条に

おいて準用する場合を含む。）の規定に違反して、出

品若しくは公開をせず、又は第五十一条第五項（第

五十一条の二（第八十五条において準用する場合を

含む。）、第八十四条第二項及び第八十五条において

準用する場合を含む。）の規定に違反して、公開の停

止若しくは中止の命令に従わなかつた者 

四 第五十三条第一項、第三項又は第四項の規定に違

反して、許可を受けず、若しくはその許可の条件に

従わないで重要文化財を公開し、又は公開の停止の

命令に従わなかつた者 

五 第五十三条の六（第八十五条の四（第百七十四条

の二第一項において準用する場合を含む。）及び第百

七十四条の二第一項において準用する場合を含む。）、

第五十四条（第八十六条及び第百七十二条第五項に

おいて準用する場合を含む。）、第五十五条、第六十

七条の五（第九十条の四及び第百三十三条の四にお

いて準用する場合を含む。）、第六十八条（第九十条

第三項及び第百三十三条において準用する場合を含

む。）、第七十六条の四（第八十九条の三において準

用する場合を含む。）、第七十六条の十五（第九十条

の十一において準用する場合を含む。）、第百二十九

条の五（第百七十四条の二第一項において準用する

場合を含む。）、第百三十条（第百七十二条第五項に

おいて準用する場合を含む。）、第百三十一条又は第

百四十条の規定に違反して、報告をせず、若しくは

虚偽の報告をし、又は当該公務員の立入調査若しく

は調査のための必要な措置の施行を拒み、妨げ、若

しくは忌避した者 

六 第九十二条第二項の規定に違反して、発掘の禁止、

停止又は中止の命令に従わなかつた者 

七 正当な理由がなくて、第百二十八条第一項の規定

による制限若しくは禁止又は施設の命令に違反した

者 

第二百三条 次の各号のいずれかに該当する者は、五

万円以下の過料に処する。 

一 第二十八条第五項、第二十九条第四項（第七十九

条第二項において準用する場合を含む。）、第五十六

条第二項（第八十六条において準用する場合を含む。）

又は第五十九条第六項若しくは第六十九条（これら

の規定を第九十条第三項において準用する場合を含

む。）の規定に違反して、重要文化財若しくは重要有

形民俗文化財の指定書又は登録有形文化財若しくは

登録有形民俗文化財の登録証を文部科学大臣に返付

せず、又は新所有者に引き渡さなかつた者 

二 第三十一条第三項（第六十条第四項（第九十条第

三項において準用する場合を含む。）、第八十条及び

第百十九条第二項（第百三十三条において準用する

場合を含む。）において準用する場合を含む。）、第三

十二条（第六十条第四項（第九十条第三項において

準用する場合を含む。）、第八十条及び第百二十条（第

百三十三条において準用する場合を含む。）において

準用する場合を含む。）、第三十三条（第八十条、第

百十八条及び第百二十条（これらの規定を第百三十

三条において準用する場合を含む。）並びに第百七十

二条第五項において準用する場合を含む。）、第三十

四条（第八十条及び第百七十二条第五項において準

用する場合を含む。）、第四十三条の二第一項、第五

十三条の四若しくは第五十三条の五（これらの規定

を第百七十四条の二第一項において準用する場合を

含む。）、第六十一条若しくは第六十二条（これらの
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規定を第九十条第三項において準用する場合を含

む。）、第六十四条第一項（第九十条第三項及び第百

三十三条において準用する場合を含む。）、第六十五

条第一項（第九十条第三項において準用する場合を

含む。）、第六十七条の四、第七十三条、第七十六条

の九、第八十一条第一項、第八十四条第一項本文、

第八十五条の三（第百七十四条の二第一項において

準用する場合を含む。）、第九十条の三、第九十二条

第一項、第九十六条第一項、第百十五条第二項（第

百二十条、第百三十三条及び第百七十二条第五項に

おいて準用する場合を含む。）、第百二十七条第一項、

第百二十九条の四（第百七十四条の二第一項におい

て準用する場合を含む。）、第百三十三条の三、第百

三十六条又は第百三十九条第一項の規定に違反して、

届出をせず、又は虚偽の届出をした者 

三 第三十二条の二第五項（第三十四条の三第二項（第

八十三条において準用する場合を含む。）、第六十条

第四項及び第六十三条第二項（これらの規定を第九

十条第三項において準用する場合を含む。）並びに第

八十条において準用する場合を含む。）又は第百十五

条第四項（第百三十三条において準用する場合を含

む。）の規定に違反して、管理、修理若しくは復旧又

は管理、修理若しくは復旧のため必要な措置を拒み、

妨げ、又は忌避した者 

遺失物法（抄） 

第一章 総則 

（趣旨） 

第一条 この法律は、遺失物、埋蔵物その他の占有を

離れた物の拾得及び返還に係る手続その他その取扱

いに関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第二条 この法律において「物件」とは、遺失物及び

埋蔵物並びに準遺失物（誤って占有した他人の物、

他人の置き去った物及び逸走した家畜をいう。次条

において同じ。）をいう。 

２ この法律において「拾得」とは、物件の占有を始

めること（埋蔵物及び他人の置き去った物にあって

は、これを発見すること）をいう。 

３ この法律において「拾得者」とは、物件の拾得を

した者をいう。 

４ この法律において「遺失者」とは、物件の占有を

していた者（他に所有者その他の当該物件の回復の

請求権を有する者があるときは、その者を含む。）を

いう。 

５ この法律において「施設」とは、建築物その他の

施設（車両、船舶、航空機その他の移動施設を含む。）

であって、その管理に当たる者が常駐するものをい

う。 

６ この法律において「施設占有者」とは、施設の占

有者をいう。 

（準遺失物に関する民法の規定の準用） 

第三条 準遺失物については、民法（明治二十九年法

律第八十九号）第二百四十条の規定を準用する。こ

の場合において、同条中「これを拾得した」とある

のは、「同法第二条第二項に規定する拾得をした」と

読み替えるものとする。 

第二章 拾得者の義務及び警察署長等の措置 

第一節 拾得者の義務 

第四条 拾得者は、速やかに、拾得をした物件を遺失

者に返還し、又は警察署長に提出しなければならな

い。ただし、法令の規定によりその所持が禁止され

ている物に該当する物件及び犯罪の犯人が占有して

いたと認められる物件は、速やかに、これを警察署

長に提出しなければならない。 

２ 施設において物件（埋蔵物を除く。第三節におい

て同じ。）の拾得をした拾得者（当該施設の施設占有

者を除く。）は、前項の規定にかかわらず、速やかに、

当該物件を当該施設の施設占有者に交付しなければ

ならない。 

３ 前二項の規定は、動物の愛護及び管理に関する法

律（昭和四十八年法律第百五号）第三十五条第三項

に規定する犬又は猫に該当する物件について同項の

規定による引取りの求めを行った拾得者については、

適用しない。 

第二節 警察署長等の措置 

（書面の交付） 

第五条 警察署長は、前条第一項の規定による提出（以

下この節において単に「提出」という。）を受けたと

きは、国家公安委員会規則で定めるところにより、

拾得者に対し、提出を受けたことを証する書面を交

付するものとする。 

（遺失者への返還） 

第六条 警察署長は、提出を受けた物件を遺失者に返

還するものとする。 

（公告等） 

第七条 警察署長は、提出を受けた物件の遺失者を知

ることができず、又はその所在を知ることができな

いときは、次に掲げる事項を公告しなければならな

い。 

一 物件の種類及び特徴 

二 物件の拾得の日時及び場所 

２ 前項の規定による公告（以下この節において単に

「公告」という。）は、同項各号に掲げる事項を当該

警察署の掲示場に掲示してする。 

３ 警察署長は、第一項各号に掲げる事項を記載した

書面を当該警察署に備え付け、かつ、これをいつで

も関係者に自由に閲覧させることにより、前項の規

定による掲示に代えることができる。 

４ 警察署長は、公告をした後においても、物件の遺

失者が判明した場合を除き、公告の日から三箇月間

（埋蔵物にあっては、六箇月間）は、前二項に定め

る措置を継続しなければならない。 

５ 警察署長は、提出を受けた物件が公告をする前に

刑事訴訟法（昭和二十三年法律第百三十一号）の規

定により押収されたときは、第一項の規定にかかわ

らず、公告をしないことができる。この場合におい

て、警察署長は、当該物件の還付を受けたときは、

公告をしなければならない。 
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番号 遺跡名 所在地 遺跡の概要 時代 主　な　出　土　遺　物

1 国立市№1 富士見台四丁目 台地縁辺　包蔵地 縄平 縄文土器　土師器

2 峰上 富士見台三丁目
台地　集落　旧ブロック　礫群　配
石　縄土坑

旧縄平近
ナイフ形石器　尖頭器　掻器　敲石　石核
剥片　縄文土器　土師器　須恵器

3 中峰下 谷保中峰下 台地　包蔵地　縄集石　中近土坑 縄平中近 縄文土器　土師器　須恵器　陶器　銭貨

4 国立市№4
富士見台二・三丁
目　中三丁目

台地　包蔵地 平近 土師器　須恵器　土錘

5 仮屋上西 谷保峰之上 台地縁辺　集落　縄土坑　奈平住居 旧縄奈平
ナイフ形石器　縄文土器　土師器　須恵器
陶器

6 仮屋上
谷保仮屋上
富士見台二丁目

台地　集落　奈平住居　掘立柱建物
土坑　中地下式坑

縄(中)奈
平中近

縄文土器　石鏃　土師器　須恵器　砥石
鉄製品　紡錘車　土錘　円面硯　瓦

7 東之原
富士見台一丁目
谷保東之原

台地　包蔵地　縄集石 縄平近 縄文土器　土師器　須恵器

8 緑川東 青柳一・三丁目
台地　集落　縄住居　敷石遺構、竪
穴状遺構　集石　炉穴　土坑　ピッ
ト 奈平溝　井戸址

旧縄(早)
奈平中近

ナイフ形石器　縄文土器　打製石斧　石匙
土偶　石棒

9 青柳 青柳二・三丁目 台地縁辺　包蔵地
縄(中)古
奈平近

尖頭器　縄文土器　打製石斧　土師器

10 青柳古墳群
青柳二・三丁目
矢川三丁目

台地　古墳13 古

-1 青柳古墳 青柳二丁目
台地　古墳・墓　径12ｍ　高2ｍ　古
周溝　横穴式石室？　近墓壙

古近
土師器　円筒埴輪　轡　陶磁器　煙管　銭
貨　人骨

-2 青柳2号墳 青柳二丁目 台地　古墳（円墳）古石室 古 円筒埴輪

-3 四軒在家1号 矢川三丁目
台地　古墳（円墳）古石室　外周径
20～21m

古 刀装具　刀子　鉄鏃　金環

-4 四軒在家2号 矢川三丁目
台地　古墳（円墳）古石室　外周径
18～19m

古 小玉

-5 四軒在家3号 矢川三丁目
台地　古墳（円墳）古石室 外周径18
～19m

古 直刀　刀子　鉄鏃　釘　玉類　金環

-6 四軒在家4号
矢川三丁目 台地　古墳（円墳）古石室 外周径

21m
古 直刀　刀子　鉄鏃　釘　玉類　金環

-7 四軒在家5号 矢川三丁目
台地　古墳（円墳）古石室 外周径23
～24m

古 刀装具　鉄鏃　釘　玉類　金環

-8 四軒在家6号 矢川三丁目
台地　古墳（円墳）古石室 外周径
27m

古 直刀　刀子　鉄鏃　釘　金環

-9 四軒在家7号 矢川三丁目
台地　古墳（円墳）古石室 外周径21
～24m

古
刀子　鉄鏃　釘　両頭金具　玉類　金環
須恵器

-10 四軒在家8号 矢川三丁目
台地　古墳（円墳）古石室 外周径
27m

古
刀装具　刀子　鉄鏃　両頭留金具 玉類 金
環

-11 四軒在家9号 矢川三丁目
台地　古墳（円墳）古石室 外周径17
～18m

古 直刀　刀子　鉄鏃　釘　金環

-12 四軒在家10号 矢川三丁目
台地　古墳（円墳）古石室 外周径10
～11m

古 釘

-13 四軒在家11号 青柳二丁目 台地　古墳（円墳）古周溝 古

11 青柳無名墳 青柳二丁目 台地　古墳　古石室？ 古 埴輪　直刀　金環

12 四軒在家
青柳二丁目
矢川三丁目

台地縁辺　集落　縄敷石住居
旧縄(中)
奈平近

ナイフ形石器　縄文土器　剥片　土師器

13 南養寺 谷保栗原

台地縁辺　集落　縄住居　敷石住居
集石　土抗　ピット　平住居　土抗
近土抗　井戸　溝状遺構　市史―南
養寺敷石住居址（昭和60.8.1）

縄(早前
中後)奈
平近

縄文土器　打斧　磨斧　石鏃　掻器　石匙
石錘　楔形石器　石皿 　磨石　スタンプ形
石器　凹石　敲石　土錘　土製円板　石棒
土偶　土師器　須恵器　刀子　羽口 　瓦
鉄滓　陶磁器　板碑　銭貨

青柳二丁目
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